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阿部耕也「大学と地域との連携に関する要因分析の試み」

1　問題設定
　本稿の目的は、平成15年度に実施された「大学と地域の連携によるまちづくりのあり方に関する調査研究」にお

いて収集された調査データを再分析し、大学－地域連携にかかわる要因を検討することにある。

　この調査は、全国生涯学習市町村協議会（以下、協議会）が文部科学省から生涯学習推進のための地域政策調査研

究として委託を受け、静岡大学、徳島大学、宮崎大学の各生涯学習系センターに所属する教員に生涯学習研究者を加

えた研究会が担当し、全国の大学および協議会に加盟する市町村に調査への協力を得て実施したものである（1）。

　調査研究では、自治体・大学・地域住民へのアンケート調査のほか、大学－地域連携に関する事例研究・聞き取り

調査を行ったが、本稿で再分析を行うのは、①全国の国公私立大学を対象にした市町村レベルでの地域貢献・連携に

関するアンケート調査、②協議会加盟市町村を対象にした大学との連携状況に関するアンケート調査の2つである。

①市町村調査

　調査は平成15年度末に協議会加盟市町村を対象に実施された。調査実施時には既に退会していた自治体を含め220

市町村にアンケートを郵送し、160の自治体（85市、69町、6村：回収率73%）から回答が寄せられた。

②大学調査

　市町村対象のアンケート調査と同時期に大学を対象にしたアンケート調査を実施した。国立大学を中心に、生涯学

習関連の部局をもつ公立・私立大学を何校か加え、計167校に調査票を郵送し回答を依頼し、104の大学・短大（国

立55、公立13、私立36：回収率62%）から回答が寄せられた（各調査票と結果の概略は巻末に添付）。

　本稿では、前回調査で得られた大学－地域連携に関する知見を手がかりに、アンケートで示された、自治体が大学

に対して寄せる期待度および大学が認識する地域貢献の重要度の規定要因を検討し、地域生涯学習システムにおいて

重要な要素である、大学－地域連携を促進する要因を探る。

2　前回調査の知見──大学の地域貢献への期待度・重要度のずれについて
　調査の焦点は市町村と大学との連携のあり方にあり、両者が互いにどのような意識をもっているかを探ることが課

題となった。そのため、共通の質問項目について対比することによって意識の違い・ずれを把握することにした。具

体的には、大学の地域貢献項目について、市町村からの期待度と大学自身が考える重要度を比較した。

　市町村への調査票では、「地域の大学にどの程度の期待をしているか」を29の下位項目別に「全く期待していない」

から「大いに期待している」までの4件法でたずねた（選択肢にそれぞれ－2、－1、＋1、＋2のポイントを与え、

その項目の期待度を算出）。図1は、「期待度」が大きい項目順にならべたものである。

　この29項目については「地域社会に対する大学の貢献として重要な事柄はなにか」という設問で大学に対しても

たずねた。期待度と同様のやり方で重要度を算出、大きい項目順に並べたものが図2である。

　前回調査報告書では両グラフをもとに、大学の地域貢献項目に対する市町村・大学の双方の優先度を比較し、以下

の論点をまとめた。
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（1）＜学生＞という地域貢献資源

　まず目につく項目は、市町村調査で1位となった「学生の社会貢献活動（ボランティア活動等）の推進」であるが、

これは大学調査では7位に過ぎない。調査者が大学の窓口として自治体と接したり、地域住民対象の生涯学習関連事

業を実施するさい感じることは、学生に対する期待がかなり大きいことである。講師・委員として大学教員が指導・

助言をするより、生涯学習まちづくりの活動に学生が参加・協力をする方が歓迎されるということがしばしばあるが、

期待度に関するアンケート結果はこの実感を裏付ける。

　またこのことは、地域が大学に求めている地域貢献の役割が、単なる「アドバイザー」よりむしろ「サポーター／パー

トナー」であることを示唆する。アドバイザーにとどまりがちな大学教員より、学生の方が地域づくりのサポーター

／パートナーとして期待されているのかもしれない。

　問題は、地域貢献・交流の資源としての学生への高い期待を、大学自身が必ずしも把握していないことである。大

学は、地域貢献のための人的資源として教員をイメージしがちだが、学生という資源も同等あるいはそれ以上の期待

を地域から集めているという事実を受け止めことが重要である。

（2）人材養成・育成への期待

　市町村調査で期待度2～ 4位を占めるのはいずれも「人材養成・育成」にかかわる項目である。これらの項目につ

いては大学調査でもほぼ同じ順位・優先度が示され、地域貢献への大学の役割が基本的には人材の養成・育成にある

と、自治体も大学自身も考えていることが確認できる。

　ただ、先にみたように「学生の社会貢献活動（ボランティア活動）の推進」が市町村から最も高い支持を集めてい

たことと合わせて考えると、学生という人材の養成・育成の場所を地域社会全体にひろげることが期待されているの

かもしれない。大学側が学内・キャンパス内で教育を（つまり人材育成を）行うということを当然視しているのに対し、

自治体側では地域社会という、よりひろいステージで活動させ育てるよう大学に期待しているのかもしれない。

　これらの事柄を考慮すれば、教職員とともに学生も参加・参画するような地域貢献・交流事業を企画し実施するこ

と、また、そうした活動に教職員と学生がともに参加することを通して、教育のフィールドをキャンパス内だけでな

く地域社会全体にひろげることが重要な課題となってくる。

（3）「地域が大学へ」から「大学が地域へ」へ

　調査票の「大学と地域との連携で可能になること」という設問への回答からは、市町村が期待している連携のかた

ちは、「自治体が大学へ出向く」ものよりむしろ「大学が地域へ出向く」という方向であることが推測された。この

点について、大学の地域貢献各項目への期待度という指標において確認することとした。

　「公開講座の充実」は市町村・大学とも高い順位となっているが（5位・6位）、同じ公開講座でも「公開講座を市

町村で行うこと」という項目では優先度が大きく違ってきて、市町村調査では8位であるのに対し、大学調査では18

位とかなり下位となっている。「大学教職員を市町村へ講師や助言者として派遣」についても、市町村では6位であ

るのに対し大学では10位、「住民向けの講演の実施」にいたっては市町村で9位、大学では24位と極端な差がある。

これらはいずれも「大学が地域へ出向く」という方向性をもつ地域貢献項目である。

　逆に「自治体職員や教員が定期的に大学で研究や研修」という項目は、大学調査で20位なのに対し市町村では下

から2番目の28位にとどまり、「社会人入学の定員を増やすこと」も大学での順位が19位に対し、市町村のそれは27

位に過ぎない。これら「地域から大学へ出向く」方向、特に自治体職員・教員が大学の正規のカリキュラムを継続的

に受講するというかたちの項目は、いずれも大学自身が付与している重要度に比べ、市町村からの期待度はかなり低

い。

　以上のことから、大学側では地域貢献の場面をキャンパス中心で考えているのに対し、市町村側では、地域という

フィールドに大学が出向くかたちの貢献を期待しているといえよう。域内に大学を持たず、距離がある市町村の場合

は、大学に出向くこと（特に継続的に教育を受けるというかたち）が事実上不可能であるため、特に切実な問題になる。

　大学開放とは「キャンパスが開放されているかどうか」という物理的な問題ではなく、大学の持つ資源や機能が地

域社会に開放され役立っているかどうかという問題である。市町村に地域貢献の働きかけが届いてはじめて、地域へ
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の大学開放となる。学内および都市会場での公開講座の実施で十分とするのではなく、サテライト会場の開設や巡回

方式の試行、また出前講座・講演会を積極的に実施し、地域に届く方策を検討する必要がある。

（4）公開講座と公開授業

　先に「大学に地域が出向く」方向の地域貢献項目については、市町村の方が大学よりも重きをおいていると述べた

が、一つ例外がある。「公開授業の実施（一般の方が学部の授業を聴講）」である。これは住民が大学に出向く必要の

ある大学開放の形態であり、市町村からの期待度は18位と低位である。しかし、大学調査ではさらに下位の26位となっ

ている。先ほどの原則からすれば、「地域が大学へ出向く」地域貢献項目については、市町村より大学の順位の方が

上であるはずだが、この項目については逆なのである。

　地域住民対象の生涯学習機会の提供である公開講座に加え、いくつかの大学では学部の授業を公開し、学生と一緒

に市民が授業を聴講あるいは受講する取り組みが進んでいる。実施に踏み切った大学では、授業全体の活性化につな

がったり、モニターとして市民が外部評価者となることにより講義を行う教員にも緊張感が生まれ、FDにもつなが

るといった指摘もなされている。

　受講者が地域住民だけという公開講座に比べ、学生向けの通常の講義を地域住民に開放する公開授業の実施は、い

くつかの困難を伴うかもしれない。しかし大学開放をよりいっそう押し進めようとするならば、住民により高度な生

涯学習機会を提供し、また大学教育の評価者としても招き入れる公開授業という取り組みは、検討するに値する重要

課題であろう。

（5）研究を通した地域貢献の位置づけ

　大学における重要度が高いにもかかわらず、市町村からの期待度が低い項目もある。

　「大学の研究成果をわかりやすく住民に公開すること」（大学2位、市町村16位）、「実際的、または実践に直結する

研究の推進」（大学3位、市町村12位）、「基礎的、理論的研究の推進」（大学15位、市町村20位）の3つは研究関連

の項目であるが、いずれも市町村の期待度の方が低かった。大学に所属する者としては「研究を通した地域貢献」と

いう方向はゆずることのできない柱であり、大学調査で優先度が高いことは当然であると感じる。公開講座や講演会

のさいには、「大学の研究成果をわかりやすく住民に公開すること」をねらいとすることも多く、このことが市町村

側からあまり期待されていないという結果はある意味ショックである。

　とはいえ、市町村など地域の側では、大学とはまた違った側面への期待を抱いているということを、大学側が知っ

ておくことは重要なことである。これは市町村の側にもいえることで、同じく地域貢献といっても大学がどんな項目

に優先度を与えているかと把握しておくことは、連携・協力を実際に進めるさいに無駄ではないはずである。

　聞き取り調査では、地域の課題を大学が自らの研究課題として取り組むことで、地域と大学との関係が深まり活性

化した事例を知ることができた。研究という側面で地域社会の「サポーター・パートナー」となるような関係を大学

が築くことができれば、それは地域づくりにつながる活動となるだろう（その意味で「地域の共通課題に学生・教職

員が取り組むこと」という項目が、市町村より大学で低位だったのは残念なことである）。

3　地域における大学の貢献項目に関わる要因の分析
　前回調査では、大学の地域貢献への期待・重要度について前節で示したような論点をまとめたが、市町村と大学そ

れぞれの優先順位の違いに注目した分析にとどまった。分析に用いた29の設問は、大学の地域貢献において想定さ

れる様々な側面を個別にたずねるもので、大学と地域の連携にかかわる要因を探るためには、それぞれの項目・尺度

が市町村・大学のそれぞれの回答においていかなる内的関連を持ち、そこにはどのような軸があるのかを検討する必

要がある。今回は、29項目について因子分析を行うことによってこの課題に応えていく。

（1）市町村調査における大学への期待尺度の分析

A　因子の抽出

　最初に、大学への期待尺度29項目の平均値、標準偏差を算出した（2）。
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　次に29項目に対して主因子法による因子分析

を行い、固有値1以上のものが6因子析出された。

十分な因子負荷量（0.4）を示さなかった4項目を

分析から除外し、再度主因子法・Promax回転に

よる因子分析を行い、5因子構造を得た。Promax

回転後の最終的な因子パターンと因子間相関を

表 2に示す（3）。なお、回転前の 5因子で 25項目

の全分散を説明する割合は65.9%であった。

　第1因子は7項目で構成されており、「防災等地

域課題に学生・教職員が取り組む」「地域活性化

プログラムの開発・提供」「地域文化の発信への

支援」「学生の社会貢献活動を推進」「留学生と

地域社会との交流の推進」など、地域との連携・

交流およびそれらを通した地域課題への対応に

かかわる項目が高い負荷量を示している。そこで

「地域連携・交流」因子と命名する。

　第2因子は5項目で構成されており、「学部・大

学院で夜間授業の開講」「社会人入学の定員増」

「自治体職員・教員が研究員として大学で研修」

「公開授業の実施」「自治体職員・教員の研修機会

を設ける」など、地域が大学へ向かうかたちでの

大学開放にかかわる項目が高い負荷量を示して

おり、「大学に向かう開放」因子と命名する。

　第3因子は5項目から成り、「公開講座を市町村

で実施」「住民向け講演会の実施」「中高生対象の

講演会・セミナーの実施」「研究成果をわかりや

すく住民に公開」など、大学が地域へ向けて開放

を進める項目が高い負荷量を示しており、「地域

へ向かう大学開放」因子と考えられる。

　第4因子は5項目からなるが、「人間性豊かな人

材の育成」など人材育成に関する3項目の負荷量

が高く、「人材育成」因子と命名する。

　第5因子は、資格・免許にかかわる3項目から

なり、「資格・免許」因子と命名する。

　市町村調査における大学への期待尺度から5つ

の因子が抽出されたが、前節であげた論点ともか

らめていえば、次のような事柄が指摘できる。

　①前節では、主に学生への期待の高さに注目

し、大学への期待が「アドバイザー」から「サポー

ター／パートナー」へとシフトしているのではな

いかと考えた。今回抽出された「地域連携・交流」

という第1因子は、関係する項目をみると大学が

地域との連携・交流により地域課題に向うもの

で、複数の項目間にまたがって、地域づくりの「サ

表1　大学への期待の項目内容と平均値・標準偏差

表2　大学への期待尺度の因子分析結果
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ポーター・パートナー」としての大学への期待があることを示唆しているように思われる。

　②前回は、市町村と大学のアンケート結果を比較し、大学開放・地域連携に関し「地域が大学へ」と「大学が地域へ」

という2方向の志向を読みとり、市町村は「地域が大学へ」という方向より「大学が地域へ」という大学開放のあり

方を望んでいると想定した。

　今回の分析における第2因子「大学に向かう開放」、第3因子「地域へ向かう大学開放」という結果をみる限り、こ

うした傾向は読みとれない。市町村調査で得られた因子構造においては、大学で行われる開放事業に対する期待が大

きな期待の軸となっており、地域へ向かう大学開放以上に重要な要因となっている。

B　因子と質問項目との相関

　各因子の性格や背景を検討するため、因

子と質問項目との相関をみることにする。

因子分析のさい、因子得点を算出し新たな

変数として保存した。この5因子に対応し

た変数と項目のいくつかとの相関係数を示

したものが表3である。

①市町村のプロフィール項目との相関

　自治体の規模を表す市町村コードとの有

意な相関がみられたのは、「地域へ向かう

開放」因子であり、全般的に市の方が町村

よりこの因子に関する得点が高い。各因子

に影響の大きい項目は「大学の有無」で、「人

材育成」以外の4因子と高い相関を示して

おり、やはり域内に大学がある自治体の方

が各因子の得点が高い。

　「自治体が行う事業数」は、市町村の規模、

大学の有無、共催事業数のいずれにも相関

を持つ項目だが、意外なことに大学への期

待尺度から構成されたどの因子にもほとんど相関がない。対照的に自治体における「大学との共催事業・協力関係」は、

いずれの因子とも高い相関があり、しかもこの相関は「大学の有無」よりはるかに高い。

　まとめれば、5つの軸からなる大学への期待に影響を及ぼすものは、自治体の規模でも開催事業の数でもない。域

内に大学があるかないかも決定的な要因ではなく、具体的な大学との協力関係があるかないかが重要なのである。事

業の共催経験・協力関係があるから大学への期待が高まるのか、大学への期待がもともと高いから協力関係が生まれ

るのかといった因果関係については、ここでの分析だけで確認することはできないが、端緒的なものであれまず具体

的な協力関係に踏み出すことが重要となるだろう。

②「大学との連携・協力で可能になること」との相関

　調査票では「大学との連携・協力で可能になること」（Q5）についてもたずねた。「市町村の生涯学習事業への大

学講師派遣」はどの期待因子とも有意な相関を持ち、どの分野で期待をしていても、大学との連携・協力により大き

く現状が変わると認識されているようだ。また「地域へ向かう大学開放」因子はほとんどの項目と高い相関があり、

市町村が具体的にイメージできる連携の成果は、特に、地域というフィールドにおける大学開放への期待と結びつい

ていると考えられる。

③「生涯学習推進における連携・協力の必要条件」との相関

　調査票では「生涯学習推進における大学と地域との連携・協力の必要条件」（Q6）について4件法でたずねた。「教

職員の専門分野」「講師や助言者としての経験」「地域の実状の理解度」などの情報と「大学と地域が情報交換をする

場や機会」の4項目はどの因子とも有意な相関を持ち、市町村が大学に対しどのような性格の期待をしていても、連

携・協力に踏み出そうとするさいには必要なものとして考えられている。

第１因子 第２因子 第３因子 第４因子 第５因子

地
域
連
携
・

交
流

大
学
に
向
か

う
開
放

地
域
へ
向
か

う
大
学
開
放

人
材
育
成

資
格
・
免
許

市町村コード（1.市 2.町村） -.134 -.111 -.183* -.049 -.121
大学の有無（1.大学あり 2.大学無し） -.207* -.214** -.175* -.029 -.241**
Q1-1.事業の概数 .126 .083 .113 .042 .115
Q2-2.共催事業概数 .144 .087 .085 .027 .181*
Q3.大学との共催事業・協力関係（0.ない 1.ある） .232** .183* .283** .221** .174*
Q5_1.市町村を会場とした公開講座の実施 .133 .117 .358** .137 .096

Q5_2.大学開放事業の市町村への広報 .131 .111 .266** .102 .142

Q5_3.市町村の生涯学習事業への大学講師派遣 .246** .308** .229** .279** .229**

Q5_4.教育委員会職員研修の大学講師依頼 .240** .171* .261** .210** .136

Q5_5.大学の生涯学習研修への職員派遣 .257** .153 .231** .115 .118

Q5_6.教育委員会職員の大学夜間授業参加への配慮 .016 .200* .147 .195* .199*

Q5_7.教育委員会と大学との共催講座の開講 .295** .202* .289** .133 .163*

Q5_8.市町村の生涯学習関連調査への協力 .135 .010 .083 .009 -.034
Q5_9.大学実施の調査への市町村の協力 .199* .258** .292** .112 .167*
Q6_1.教職員の専門分野の情報 .252** .193* .239** .303** .200*

Q6_2.教職員の教育研究レベルの情報 .133 .107 .300** .318** .216**

Q6_3.講師や助言者としての経験に関する情報 .165* .269** .321** .270** .280**

Q6_4.講義内容の難易度に関する情報 .182* .053 .253** .221** .317**

Q6_5.謝金や旅費に関する情報 .163* .176* .048 .065 .025

Q6_6.利用可能な講師の日程に関する情報 .077 .192* .120 .168* .141

Q6_7.地域貢献の熱意の有無に関する情報 .246** .061 .216** .132 .112

Q6_8.地域の実状の理解度に関する情報 .330** .230** .258** .329** .264**

Q6_9.問合せ・打合せ窓口に関する情報 .142 .153 .155 .273** .168*

Q6_10.大学と地域が情報交換をする場や機会 .352** .230** .304** .279** .216**

Q6_11.大学が地域と交流・連携しようとする姿勢 .273** .096 .242** .209* .089

数値はPearson の相関係数 **. 相関係数は 1% 水準で有意  *. 相関係数は 5% 水準で有意

表3　市町村調査項目と因子との相関係数
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　「地域連携・交流」因子に注目すれば、上の4項目に加えさらに「地域貢献の熱意の有無に関する情報」「大学が地

域と交流・連携しようとする姿勢」も必要となる度合いが高まる。大学が地域との連携・交流を進めたいと思えば、

地域に対しその熱意や姿勢についても目に見えるかたちで示す必要がありそうだ。　　

（2）大学調査における地域貢献の重要度尺度の分析

A　因子の抽出

　ここでもまず、地域貢献に関する重要度尺度29

項目の平均値、標準偏差を算出した。

　次に29項目に対して主因子法による因子分析を

行い、固有値１以上のものが9因子析出されたが、

固有値の大きさおよび減衰状況から5因子構造が妥

当であると考えられた。さらに十分な因子負荷量

（0.4）を示さなかった９項目を分析から除外し、再

度主因子法・Promax回転による因子分析を行った。

Promax回転後の最終的な因子パターンと因子間相

関を表5に示す。なお、回転前の5因子で20項目の

全分散を説明する割合は59.1%であった。

　第1因子は6項目で構成されており、「学部・大学

院で夜間授業の開講」「資格・免許の認定講習の実施」

「学部・大学院で取得できる資格・免許を増やす」「公

開授業の実施」「社会人入学の定員増」「自治体職員・

教員が研究員として大学で研修」など、基本的に大

学の正規の教育課程の拡大にかかわる項目が高い負

荷量を示している。そこで「大学教育拡大」因子と

命名する。

　第2因子は6項目からなり、「住民向け講演会の実

施」「公開講座の充実」「防災等地域課題に学生・教

職員が取り組む」「留学生と地域社会との交流の推

進」「公開講座を市町村で実施」「研究成果をわかり

やすく住民に公開」など、住民への講座開講および

地域との交流にかかわる項目が高い負荷量を示して

いる。そこで「住民に向けての大学開放」因子と命

名する。

　第3因子は人材育成に関する3項目の負荷量が高

く、「人材育成」因子と命名できる。

　第4因子は3項目からなり、主に研究推進に関す

る項目が高い負荷量を示しており、「研究推進」因

子と命名する。

　第5因子は、市町村への大学教職員派遣にかかわ

る2項目からなり、「教職員の地域派遣」因子と命

名する。

　市町村調査で抽出された因子と比べると、構成因

子の性格も構造もかなり違っていることが想定され

る。特に注目したいことは次の点である。

表4　大学の地域貢献項目の内容と平均値・標準偏差

表5　大学が認識する地域貢献項目の因子分析結果
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　①市町村調査で第1因子となった「地域連携・交流」に直接対応したものは、大学調査では抽出できず、それに関

連した項目自体も十分な負荷量に達しないため除外されたものがある。代わりに、学部・大学院での正規の教育課程

を社会人あるいは地域住民に対して、拡充する方向の項目群からなる「大学教育拡大」因子が抽出されており、大学

開放・地域貢献に関する大学と市町村の対照的な認識が浮き彫りにされた。

　②「地域連携・交流」に対応した独立因子は抽出できなかったものの、「防災等地域課題に学生・教職員が取り組

む」「留学生と地域社会との交流の推進」といった項目は市町村での公開講座など住民向けの大学開放とともに一つ

の因子を構成した。この因子に対応した事業、たとえば地域での講座開催をきっかけとした地域課題への取り組み・

交流は、地域と大学が連携を促進させる手がかりとなるのではないかと思われる。

B　因子と質問項目との相関

　市町村調査の場合と同様に、各

因子の性格や背景を検討するため

因子と既存の質問項目との相関を

みる。5つの因子の因子得点に基

づく新たな変数と既存の項目のい

くつかとの相関係数を示したもの

が表6である。

①市町村調査の場合とは異なり、

5因子との有意な相関がみられた

大学のプロフィール項目はほとん

どない。大学の設置主体の違いが

「研究推進」因子に影響を及ぼす

こと、4年制大学か短大かが「大

学教育拡大」および「住民に向け

ての大学開放」因子に影響を及ぼ

すこと、アンケートの回答をした

部局によって「大学教育拡大」因

子に影響を及ぼすことなどが確認

できる程度である。活動面に関し

ていえば、「公開講座の開設数」

も5つの因子とは相関がみられな

い。それに対し、「市町村との連携・協力関係」の有無は「住民に向けての大学開放」因子に有意な影響を及ぼすこ

とは注目される。

②「市町村との連携・協力で可能になること」との相関

　項目は共通ではないが、大学調査でも「市町村と大学の連携・協力で可能になること」（Q5）についてたずねた。

市町村調査の場合とは対照的に、5つの因子と有意な相関がみられる項目は非常に少なかった。特に正の相関をもつ

組み合わせは、「大学教育拡大」因子と「地域における幅広い人的ネットワークの構築」、「教職員の地域派遣」因子と「地

域の諸課題を解決する仕組みづくり」のみだった。解釈は難しいが、大学が考える地域貢献の方向性が、市町村との

連携で生まれるであろう成果のイメージに結びついていないのではないかと考えることができるかもしれない。

③「生涯学習推進における連携・協力の必要条件」との相関

　項目は共通ではないが、大学調査でも「生涯学習推進における大学と地域との連携・協力の必要条件」（Q6）を4

件法でたずねた。市町村調査の場合と比べ、この設問についてもやはり5つの因子と有意な相関がみられる項目が少

ない。「人材育成」因子と「教職員の情報」項目との相関、「住民に向けての大学開放」因子と「情報交換をする場や

機会」「大学が地域と交流・連携しようとする姿勢」「市町村が大学と交流しようとする積極的姿勢」「住民の生涯学

習に対するニースに関する情報」項目との相関が目につく程度である。

表6　大学調査の項目と因子との相関係数

第１因子 第２因子 第３因子 第４因子 第５因子

大
学
教
育
拡
大

住
民
に
向
け
て
の

大
学
開
放

人
材
育
成

研
究
推
進

教
職
員
の
地
域
派

遣

大学コード（1.国 2.公 3.私） -.119 -.133 -.120 -.226* -.034
年制（1.４年制 2.短大） -.269** -.207* .039 -.102 .054
部局コード（1.生涯学習系センター 2.本部事務局等 3.学部等） -.218* -.083 .022 -.001 .090
Q1-1.公開講座数 -.100 -.193 -.187 .084 -.024
Q3.市町村との連携・協力関係 .059 .218* .029 .111 .095
Q5_1.公開講座など大学開放事業の活性化 -.043 .009 .020 -.073 -.183
Q5_2.地域住民に大学を身近に感じてもらうこと .114 .082 .043 .075 .181
Q5_3.まちづくりなど地域づくり活動の充実 -.027 -.029 .012 -.036 .084
Q5_4.生涯学習ニーズなどの調査研究の充実 -.118 -.269** -.033 -.001 -.186
Q5_5.地域の諸課題を解決する仕組みづくり -.033 .088 -.123 -.055 .243*
Q5_6.人材育成プログラムの充実 -.192 -.138 -.035 -.010 -.198
Q5_7.学社連携・融合プログラムの充実 -.050 -.020 .138 -.037 -.050
Q5_8.地域における幅広い人的ネットワークの構築 .252* .122 .063 .032 -.047
Q5_9.大学教職員・学生が地域への帰属意識をもつ .064 .165 .024 .184 .147
Q6_1.教職員の専門分野の情報 -.009 .159 .242* .191 .166
Q6_2.教職員の教育研究レベルの情報 .181 .153 .336** .071 .194
Q6_3.講師や助言者としての経験に関する情報 .199 .151 .322** .198 .149
Q6_4.講義内容の難易度に関する情報 .098 .112 .275** .132 .102
Q6_5.謝金や旅費に関する情報 .115 .072 .146 .158 .051
Q6_6.利用可能な講師の日程に関する情報 .067 -.047 .123 .033 .012
Q6_7.地域貢献の熱意の有無に関する情報 .128 .207 .251* .072 -.016
Q6_8.地域の実状の理解度に関する情報 .162 .330** .262* -.014 .074
Q6_9.問合せ・打合せ窓口に関する情報 .050 .152 .088 .152 .083
Q6_10.大学と地域が情報交換をする場や機会 .277** .313** .028 .098 .168
Q6_11.大学が地域と交流・連携しようとする姿勢 .289** .349** .312** .191 .198
Q6_12.市町村が大学と交流しようとする積極的姿勢 .065 .247* .203 .151 .098
Q6_13.住民の生涯学習に対するニーズに関する情報 .090 .274** .221* .032 .049
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　さて、「連携・協力で可能になること」項目および「連携・協力の必要条件」項目と地域貢献に関する5つの因子

との相関の低さ（市町村調査の場合と比較して）は、どのように考えればよいのだろうか。このことについて断定で

きる材料はまだ揃っていないが、危惧すべきは次のような背景から来る場合である。すなわち、大学が自らに課そう

とする地域貢献の姿は、具体的な地域のイメージ──地域で大学は何ができるのか、地域との連携において何が必要

かついての認識──を欠いたまま考えられているのではないかということである。

4　今後の課題
　2つの調査データに対して今回行った検討は、大学の地域貢献項目群に対し因子分析を試み、市町村からの期待度

と大学自身が考える重要度に関するそれぞれ5つの因子を抽出した段階に過ぎない。そこから行った推論も、さらな

る分析・検討が必要なものが多い。また、今回取り上げた「大学の地域貢献」項目だけでなく、「大学と地域との連携・

協力の必要条件」項目についても分析が必要であり、その意味で今後の課題は数多い。

　ただ、端緒的なものであれ本稿で試みた再分析により、全国の大学、市町村から寄せられた貴重なデータについて、

前回の調査で得た知見を深め、あるいはまた別の角度から分析を進めることができ、また可能性が広がるであろうこ

とは確認できた。引き続き分析・検討作業を進めたい。

 注
（1）大学と地域の連携による生涯学習研究会（研究代表：阿部耕也）『大学と地域の連携によるまちづくりのあり方に関する調査
報告書（平成15年度文部科学省委託研究・実践報告「生涯学習推進のための地域政策調査研究」）』平成16年3月（報告書は文
部科学省のサイトhttp://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/chiiki/chousa/04101301.htmにも掲載されている）。

 　調査担当者は以下の通りである（所属は調査時点でのもの）。阿部耕也、柴垣勇夫、滝　欽二（以上、静岡大学生涯学習教
育研究センター）、猿田真嗣（徳島大学大学開放実践センター）、原　義彦（宮崎大学生涯学習教育研究センター）、野村佐和
子（筑波大学非常勤講師）、白木賢信（東京家政大学）。　

（2）  表1、表4において、平均値＋標準偏差が最大値を超え、天井効果が懸念されるものが数項目ある。どの項目についても回答が「非
常に重要である」「重要である」に集まり、「全く重要でない」という回答が極端に少なかったからだが、今回は29項目全部に
共通する傾向であることもあり、分析に含めることとした。

（3）今回の分析では因子間の相関があることを想定し、斜交回転の一つであるPromax回転を用いたが、表2、表4にみるように高
い相関が確認された。
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- 1 -

N=160 220 73 85 69 6

154 6
96.3 3.8

43

136 21
86.6 13.4

23

46.9 18.8
29.4 50.0
18.8 21.9
13.1 10 5.0
29.4 11 15.0
13.8 12 5.6

86 53.8% 74 46.3%
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2.5 21.5 39.9 36.1
1.3 15.2 37.3 46.2
0.6 9.4 30.2 59.7
0.6 7.5 35.2 56.6
0.6 5.1 38.0 56.3
1.9 18.8 40.6 38.8
1.3 8.8 30.6 59.4
2.5 13.1 28.1 56.3
1.3 10.7 38.4 49.7
0.6 13.8 41.9 43.8
0.6 10.7 30.2 58.5
2.5 23.3 35.2 39.0
0.6 8.8 35.8 54.7
1.9 17.0 43.4 37.7
2.5 23.8 51.9 21.9
5.0 30.8 42.1 22.0

4.4 22.8 52.5 20.3
2.5 25.9 48.7 22.8
1.9 19.7 42.0 36.3

5.7 30.8 39.6 23.9
2.5 23.9 44.0 29.6
0.6 20.8 40.9 37.7
0.6 8.2 23.9 67.3
0.0 17.1 43.7 39.2
0.6 19.5 41.5 38.4

1.3 21.4 40.9 36.5

1.3 23.9 44.0 30.8
1.3 30.4 46.8 21.5
0.0 13.8 39.6 46.5
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- 3 -

87.5
69.4

90.0

55.0
43.8
13.8

54.4

43.1
55.0

1.3

0.0 10.9 57.1 32.1
0.6 24.4 57.7 17.3
1.3 17.3 55.1 26.3
0.6 16.8 53.5 29.0
0.6 16.8 52.3 30.3
0.0 17.3 55.1 27.6
0.0 11.6 50.3 38.1
0.6 10.9 55.1 33.3
0.0 15.4 50.6 34.0
0.0 9.8 55.1 35.3
0.0 3.2 38.9 58.0
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19.4

80.6
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E-mail:

N=104 167 62 55 13 36

37
61

13
9
1
2
3

89 85.6% 15 14.4%
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0.0 14.1 57.6 28.3
0.0 3.0 44.4 52.5
0.0 6.1 39.4 54.5
0.0 4.0 42.0 54.0
0.0 4.0 40.0 56.0
0.0 4.0 41.0 55.0
0.0 4.0 58.0 38.0
0.0 11.0 70.0 19.0
0.0 17.0 67.0 16.0
0.0 8.1 65.7 26.3
0.0 5.1 67.7 27.3
0.0 12.0 67.0 21.0
0.0 12.0 53.0 35.0
0.0 12.0 67.0 21.0
1.0 16.3 60.2 22.4
0.0 15.3 64.3 20.4

0.0 18.2 54.5 27.3
0.0 21.2 57.8 21.2
0.0 22.7 55.7 21.6

0.0 22.2 61.8 17.2
1.0 23.0 64.0 12.0
1.0 24.0 61.0 14.0
0.0 5.0 61.0 34.0
0.0 9.1 70.7 20.2
0.0 7.1 57.6 35.4

0.0 15.2 68.7 16.2

0.0 15.5 69.1 15.5
1.0 14.1 49.5 35.4
0.0 9.2 55.1 35.7
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62.5
55.8
26.9
28.8
32.7
13.5
15.4
36.5
20.2

0.0 2.0 54.5 43.4
0.0 27.6 50.0 22.4
0.0 19.6 69.1 11.3
0.0 28.6 62.2 9.2
2.1 52.8 40.2 5.2
0.0 23.7 60.8 15.5
1.0 27.8 47.4 23.7
0.0 26.8 60.8 12.4
0.0 5.1 57.6 37.4
0.0 2.0 56.6 41.4
0.0 3.0 34.0 63.0
0.0 2.0 44.4 53.5
0.0 1.0 54.5 44.4
0.0 0.0 1.9 3.8
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45.2

54.8


